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こども総合局（仮称）と高校生の不登校
令和7年6月定例会｜該当テーマの発言のみを収録。質問・答弁・再質問の順序と文言を維持しています。

この資料は正式会議録から「こども総合局（仮称）と高校生の不登校」に関係する発言をテーマ別に抜粋したものです。省略部分は
他テーマの発言です。

○１０番（崎尾亮介） ［登壇］

まず、こども総合局（仮称）と高校生の不登校について質問いたします。先日、全国の不登校児童生徒数が４１万人を超え、

過去最多となったと報道がありました。中でも高校生は、６万８,０００人に上り、こちらも過去最多であり、深刻な状況と

認識しています。生徒数が減少していく中で、増加していることを考えると、その割合の高さに強い懸念を覚えます。義務

教育段階、つまり小中学校については、スクールカウンセラーや支援員などの整備が進められてきましたが、高校生の支援

については、制度のはざまや支援の体制の不足が指摘されております。そのような中、現在、設置が進められているこども

総合局（仮称）ですが、これまで支援が届きにくかった高校生世代への新たなアプローチが可能になるのではないかと大い

に期待しております。そこで以下、現状に認識と支援の方向性について伺います。３点、質問します。１点目。日田市内の

高校における不登校の実態について市としてどのように把握されているのかお伺いします。市独自の調査などあればお示し

ください。２点目。現在、設置に向けて準備が進んでいるこども総合局（仮称）は、不登校の高校生に対して具体的にどの

ように機能しているのか、その構想を伺います。３点目。また、創設に向けたプロジェクトチームには、教育委員会や福祉

部門、学校現場など、多様な機関との連携が求められるところですが、実際の連携状況をお伺いします。開催頻度や会議体

の形式、県の協議関係者、特に高校を所管する県教育委員会や県立学校の現場との連携体制についても詳しくお答えくださ

い。

○福祉保健部長（河野健資） ［登壇］

おはようございます。私からは、こども総合局（仮称）と高校生の不登校についてお答えいたします。

○福祉保健部長（河野健資） ［登壇］

まず、議員より御紹介のありました報道の内容についてございますが、これは令和５年度に、文部科学省が調査したもので、

全国の高校生のうち年間３０日以上登校できない、いわゆる不登校の状態にある生徒は約６万８,０００人に上り、前年度か

ら約８,０００人の増加、過去最多となっております。近年、こうした増加傾向に歯止めがかからない状況にあり、大変深刻

な状況にあるものと受け止めております。同調査によりますと、高校の不登校に関して学校側で把握した事実として、学校

生活に対してやる気が出ない等の相談があった。これが３２.８％と最も多くなっておりますが、そのほか生活リズムの不調、

不安、抑うつ、家庭生活の変化、親子の関わり方など、様々見られるところであり、不登校には多様かつ複合的な要因があ

るものと考えております。こうした子供たちの思いや困難を丁寧に受け止め、学校だけでなく家庭、地域、医療、福祉といっ

た多様な関係者が連携して支援をしていくことがこれまで以上に求められているものと認識をしております。そこで、初め

に、日田市内の高校における不登校の実態についてでございます。市では、不登校の一因ともなり得る複雑な家庭環境を背

景とした困難を抱える世帯への支援を現在行っております。その一環といたしまして、毎年４月頃に、こども家庭相談室の

相談員等が、支援が必要となる家庭の生徒が在籍する高校を訪問し、学校での様子等について情報共有を図るとともに、ほ

かにも支援が必要な生徒がいらっしゃる場合には、御相談を頂くよう、学校関係者にお声かけを行っているところでござい

ます。しかしながら、市として高校生の不登校に特化した独自の調査や支援は行っておらず、実態の把握は十分に進んでい

ないのが現状であるものと認識をいたしております。
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○福祉保健部長（河野健資） ［登壇］

次に、こども総合局（仮称）の支援体制についてでございます。こうした中で、今後、不登校の高校生の実態の把握や支援

をどう進めるべきかにつきまして、昨年、企画部門と教育部門を交えて庁内で議論いたしましたところ、今後設置する子ど

も総合局（仮称）の設置に向けた検討の中で、不登校の高校生の実態の整理や支援の在り方についても検討課題の一つとし

て位置づけ、そこで検討を進めて行くとの方向性を得たことから、こうした検討も含め、本年度、当初予算におきましてこ

ども総合局（仮称）準備事業として予算計上いたしたところでございます。これ受け、本年５月中旬に、こども総合局（仮

称）創設プロジェクトチームを設置し、検討に着手したところでございます。今後の検討に当たりまして、高校生の不登校

の要因については、先ほど触れた文科省の調査結果にも表れていますとおり、手段生活になじめないなど、学校生活が原因

となることや家庭環境、メンタルの不調など、様々な要因が複合的に関連しているものと考えております。このため、こど

も総合局（仮称）の果たす機能の検討に当たりましては、こうした困りを抱えた高校生の悩みを包括的に受け止めた上で、

本人や世帯の状況に応じた適切な支援を考える視点も必要になるものと考えております。

○福祉保健部長（河野健資） ［登壇］

最後に、こども総合局（仮称）の創設に向けての各分野との連携についてでございます。プロジェクトチームは、福祉、教

育などの分野、所管の垣根を超えた議論を行う必要がありますことから、庁内の総合的な企画調整や組織定員、機構を担当

する総務企画部、福祉保健を担当する福祉保健部、学校教育を担当する教育委員会など、関係部署の構成メンバーで構成し

ており、庁内、横断的な議論を進めているところでございます。こうした体制に加え、本チームには児童心理、教育などを

専門分野とします２名の大学教授の方にアドバイザーとして参画をしていただいており、専門的、俯瞰的な見地から御助言

を頂いております。なお、プロジェクトチームは、５月中旬に設置し、既に２回開催しており、今後の定期的な開催時期は

決まっておりませんが、今後、現場の様々な実践者の方を招いてのヒアリング、先進実際の事例調査、それらを踏まえた在

り方の検討などを予定しており、年末までに１０回程度の開催を見込んでいるところでございます。当面予定しております

実践者へのヒアリングにおきましては、高校の校長先生をはじめ、不登校の支援に関わっている現場の実践者などの方から

不登校の高校生へのアプローチや関係機関との効果的な連携への手法を含め、御意見を伺うこととしておりますので、こう

したヒアリングで得た知見も活用しながらプロジェクトチームでの検討をより深めて参りたいと考えているところでござい

ます。私からは、以上でございます。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

次に、高校生の不登校、こども総合局（仮称）についてお伺いします。高校生の不登校については、答弁にもあったように、

複合的な要因が重なり合っておりまして、把握するのがとても難しいと個人では思っております。そこで、中学校を卒業後

に進学していないあるいは進学した者も通えていない高校生の不登校者への対応は、市として難しいと理解しておりますが、

具体的にどこが窓口となるのか、また現在あるいは今後、予定されている支援策があればお示しください。

○福祉保健部長（河野健資） ［答弁］

お答えをいたします。

まず、現状の支援についてでございますが、不登校という状態に着目した支援ではございませんが、不登校は冒頭申し上げ

ましたとおり、その要因として学校生活、家庭環境など、様々なものが背景にあると考えられますことから、主に学校生活

に関する相談は、市の教育センターで受け付けているほか、複雑な家庭背景を抱えたケースについては、こども家庭相談室

で相談体制を整えているところでございます。現状の支援といたしましては、以上のとおりでありますが、こうした困難な

ケースに対応する中で、個別に不登校という事象が含まれますが、現時点といたしましては、高校生年代の不登校に特化し

た独自の支援というものは行っていないところでございます。その上で、今後どのような支援体制が求められるかについて
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は、まず、困りを抱えた高校生年代の方がまず安心して相談できる体制、言わば、よろず相談の場で子供に関する相談を包

括的に受け止める機能が大切であると考えております。さらには、そうした相談を受ける体制に加えまして個々の困りの状

況に応じてオーダーメイドの支援を組み立てる視点も求められるというふうに考えております。こうした観点から、高校生

年代の不登校への支援の在り方については、先ほど申し上げましたとおり、プロジェクトチームでの現場の実践者等へのヒ

アリング等を通じた検討も今後進めつつ、効果的な取組について検討してまいりたいと考えております。その上で、今後、

必要となる組織機構の整理についても併せて検討を進めてまいります。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

高校生の不登校は、それからその後にひきこもりや８０５０問題につながると個人では思っておりますので、積極的な関与

よろしくお願いいたします。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

次に、総務企画部長にお伺いします。先日、市内の高校と包括協定が締結されたと伺っています。この協定が高校生の不登

校者や中退予防に関しての連携や支援の架け橋となることを期待しております。協定にそのような要素が含まれるのか、ま

た今後、追加することが可能かどうか、市の見解をお伺いします。

○総務企画部長（宮﨑和昭） ［答弁］

本年２月に、日田市と日田市内の高等学校等６校が締結をした包括連携協定につきましては、市と学校と生徒が一緒になっ

て生徒が生き生きと学び、活動できる学校や地域をつくることを目指して締結したものでございます。連携協定における連

携事項につきましては、まちづくり及び地域の活性化に関することなど、包括的な取組を記載しているものでありまして、

不登校に関する支援などの個別の取組につきましては、現在のところ記載することは想定をしておりません。

しかしながら、これから進める各学校との協定担当者との会議の中で不登校への対応について協議を始めることにつきまし

て、議論を開始していきたいというふうには思っております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

ぜひよろしくお願いいたします。高校生世代の不登校やひきこもりに関してその後の受皿や支援の場が少ないという現状が

あります。そこで、高校生世代を対象とした専門相談員の配置や常設の相談、交流拠点の整備、また同世代とのつながりを

つくる居場所の提供や社会参加支援の取組が必要だと考えますが、市の今後の方向性をお示しください。

○福祉保健部長（河野健資） ［答弁］

高校生年代の不登校やひきこもりの方への支援としましては、本人の意思を尊重しながら社会との接点をつくる居場所づく

りは、大切な取組の一つであると考えており、こうした支援により、本人のペースに合わせながら本人やその御家族が自ら

の意思により、自身が目指す生き方や社会との関わり方を決めていくことができるようなことが重要とも考えております。

こうしたことから、不登校などの高校生年代の方が様々な悩みや困りを抱えた際、どうにかしたいと思っても誰にも打ち明

けられない状況になった場合に、いつでも気軽に誰かに相談できることや自らの趣味などを通して自分のペースや意思で同

世代、他世代の方々とつながることができる居場所づくりや交流機会の提供は、本人の意思や状況に応じた社会参加に向け

た支援といたしまして効果的であると考えられます。

このため、プロジェクトチームにおきましては、現場の支援の実践者の方からのヒアリングを通じて高校生の不登校などの

実態、そして支援の在り方について御知見を頂きながら検討を進めてまいりたいと考えております。なお、今年度、ひきこ

もりの実態調査を予定しておりますことから、その結果も参考にしながら不登校やひきこもりの高校生の社会参加を支える

支援の在り方についても具体的な方向性を整理してまいりたいと考えております。
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○１０番（崎尾亮介） ［要望］

今後、具体化するこども総合局（仮称）と高校生の不登校について４点、要望させていただきます。

○１０番（崎尾亮介） ［要望］

まず１点目。今後の在り方として義務教育を終えた若者であってもこども総合局（仮称）の支援対象として、制度上の壁を

越えた積極的な関与と支援の継続をお願いしたいと思います。２点目。予防と早期発見、解決に向けてという点において、

高校生世代に届くよう地域支援員やスクールソーシャルワーカーの配置、拡充と高校との関係構築の進化を図っていただき

たいと思います。３点目。不登校のその後の具体的な進路、受皿を送受するという点において高校、通信制高校、福祉、就

労支援機関、地域の企業、農業団体等との包括的ネットワークの構築、実践的な場での支援活動を展開していただきたいと

思っております。最後、４点目に、市の組織体制における今後の懸念材料という点において申し上げます。現在、創設に向

けて始動している重層的支援とこども総合局（仮称）は、共に柔軟な対応が可能な組織、機構等と認識しており、役割が重

複しないか懸念しております。国からか、市からかの違いはありながらも共にこれから設計するものでありますから、より

機能的になるように調整いただきたいと思っております。


